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○みやこ町コミュニティ助成事業補助金交付要綱 

平成２５年４月２６日 

告示第４６号 

改正 平成３０年６月１日告示第２９号 

令和２年７月１６日告示第６２号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、町が認めるコミュニティ組織が、自主的かつ主体的に推進するコ

ミュニティ事業に対して、町が予算の範囲内で補助金を交付することについて、みや

こ町補助金等交付規則（平成１８年みやこ町規則第４３号）及び一般財団法人自治総

合センター（以下「自治総合センター」という。）が定めるコミュニティ助成事業実

施要綱（以下「実施要綱」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付を受けることができる団体は、実施要綱に定める事業実施主体と

する。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、実施要

綱に定めるコミュニティ助成事業で自治総合センターが助成の対象と決定した事業

とする。 

（補助対象金額） 

第４条 補助金の額は、自治総合センターにおいて決定された金額を基本とし、予算で

定められた金額を上限とする。 

（事業実施の申出） 

第５条 補助金の交付を受けようとする事業実施主体は、みやこ町コミュニティ助成事

業補助金申出書（様式第１号。以下「申出書」という。）に、事業実施主体の規約、

補助対象事業に係る見積書等の写しその他町長が必要と認める書類を添えて、町長に

提出しなければならない。 

２ 前項の規定による申出書の受付期間は、町長が別に定める期間とする。 

３ 町長は、第１項の規定による申出書を受理し、補助対象事業が実施要綱の基準に適

合していると認めたときは、実施要綱の規定により自治総合センターに助成の申請を
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行うものとする。 

４ 前項の場合において、適合する事業が第３条に規定する事業ごとに複数あるときは、

当該申出書の内容を審査し、町長が別に定める方法により優先順位を決め、申請する

ものとする。 

５ 町長は、前２項の規定により申請した事業に関し、自治総合センターから採択又は

不採択の通知を受けたときは、速やかに当該申請者に通知するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 前条第５項の規定による採択の通知を受けた事業実施主体は、みやこ町コミュ

ニティ助成事業補助金交付申請書（様式第２号）に補助対象事業に係る事業計画書、

見積書等の写し、収支予算資料その他町長が必要と認める資料を添付して、町長が定

める期日までに提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第７条 町長は、前条に規定する補助金の交付申請に係る書類を審査し、補助金を交付

することが適切であると認めたときは、みやこ町コミュニティ助成事業補助金交付決

定通知書（様式第３号）により当該申請を行った事業実施主体に通知するものとする。 

（事業の変更） 

第８条 前条の規定による補助金交付の決定を受けた事業実施主体（以下「補助決定団

体」という。）が補助事業の内容を変更しようとする場合は、事前にみやこ町コミュ

ニティ助成事業補助金変更承認申請書（様式第４号。以下「変更申請書」という。）

に変更内容を説明する資料を添えて、町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、変更申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めるとき

は自治総合センターに変更申請書を提出し、承認を受けるものとする。 

３ 町長は、自治総合センターの承認が得られた場合に限り、変更承認を行うものとす

る。 

（概算払） 

第９条 町長は、補助金の交付の目的を達成するために必要であると認めるときは、補

助金の一部又は全部を概算払により交付することができる。 

２ 前項の規定により概算払を受けようとする補助決定団体は、みやこ町コミュニティ

助成事業補助金概算払請求書（様式第５号）を町長に提出するものとする。 

（実績報告） 
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第１０条 補助決定団体は、補助対象事業の完了後、速やかにみやこ町コミュニティ助

成事業実績報告書（様式第６号）に、領収書の写しその他自治総合センターの定める

必要書類を添えて町長に報告しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による実績報告を受けた場合において、当該実績報告書の審査

及び必要に応じて行う実施調査により当該報告に係る補助対象事業の成果がこの交

付決定の内容等に適合すると認めるときは、自治総合センターに実績報告を行うもの

とする。 

（補助金の交付額の確定） 

第１１条 町長は、自治総合センターから補助金の額の確定通知を受けたときは、みや

こ町コミュニティ助成事業補助金交付額確定通知書（様式第７号）により補助決定団

体に通知するものとする。 

（請求） 

第１２条 前条の規定による通知を受けた補助決定団体は、みやこ町コミュニティ助成

事業補助金請求書（様式第８号）を町長に提出するものとする。 

（取消し） 

第１３条 町長は、補助決定団体が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２） 補助金を補助対象事業以外の用途に使用したとき。 

（３） その他町長が補助金の交付が適当でないと認めたとき。 

２ 前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金を交付

しているときは、町長は、交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができ

る。 

（設備、備品の管理及び関係資料の保管） 

第１４条 補助決定団体は、町が行う補助に係る事業により整備した設備、備品につき

善意をもって管理を行わなければならない。また、補助金についての収支を明らかに

する資料（以下「関係資料」という。）を整備し、保管しなければならない。 

２ 補助決定団体は、関係資料について、町から開示の要求があった場合は、これに従

わなければならない。 

３ 設備、備品の管理、及び関係資料の保管の期間については、総務省所管補助金等交



4/15 

付規則（平成１２年総理府・郵政省・自治省令第６号）に規定される処分制限期間と

する。 

（その他） 

第１５条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公表の日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則（平成３０年６月１日告示第２９号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（令和２年７月１６日告示第６２号） 

この告示は、公表の日から施行する。 
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様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第９条関係） 

様式第６号（第１０条関係） 

様式第７号（第１１条関係） 

様式第８号（第１２条関係） 

 


